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QUIDELORTHO CORPORATION 
業務遂行および倫理規範 

最高執行責任者からのメッセージ 

チームの皆さんへ 

より健康的な未来のために診断の力を前進させる中で、私たち一人ひとりが共有する使命において
果たす重要な役割を振り返ることが不可欠です。QuidelOrthoでは、単に検査手法を開発している
のではなく、世界の健康において可能なことを再構築しています。この野心的な目標を達成するに
は、私たち全員があらゆるやり取りのコアとなる行動を体現する必要があります。 

私たちの成功は、QuidelOrthoの文化を牽引するコアとなる行動に支えられており、それは私たち
のあらゆる行動を導くものです。これらの信条を通じて私たちは次のことを行います。  

共に成長する：想像、創造、変革によって、私たちは活力を得て、自分たちの価値観と目標に沿っ
た意義ある仕事に取り組む力を得ます。そして、それによって個人および組織のパフォーマンスを
高めます。意図を持って協力し、あらゆる課題から学ぶことで、私たちは使命と互いのつながりを
感じます。これにより、ビジョンを現実に変え、私たちが提供するお客様に対して意味のある影響
をもたらすソリューションを構築することが可能になります。 

実現する：優先順位をつけ、実行し、成果を上げることで、私たちは効果的に連携し、迅速かつ効
率的に成果を提供することを目指し、使命との整合性を確保します。私たちは統一された戦略に集
中し、最も重要なことを優先し、共に課題を乗り越えることが不可欠です。私たちは学習と継続的
な改善を受け入れ、卓越性を達成する能力を強化します。 

サービスに注力する：同僚、お客様、コミュニティを優先することで、私たちはサービスの意識を
育み、信頼とコミュニケーションに基づいた関係を築き、共同で成功を実現する方法を見出しま
す。私たちの影響は製品にとどまらず、信頼と相互成長を育む意味のあるつながりを築くことにも
及びます。 

インクルージョンを受け入れる：私たち一人ひとりがオープンで、ありのままの自分でいること
で、多様な考えが尊重され、誰もが帰属意識を感じられる環境を維持します。あなたが自分らしく
働き、自分の視点、アイデア、経験をチーム、お客様、地域社会のために共有することで、あなた
自身が成長することを願っています。 

QuidelOrthoでは、個人、家族、医療従事者、地域社会が傾向をより早く察知し、迅速に対応、自
信をもってよりよい健康へのコースを選び取るための洞察と明確さを持てる世界を思い描いてい 
ます。これらの中核行動と、業務遂行および倫理規範を遵守することで、QuidelOrthoは一体と 
なった企業として、すべての人々のより健康的な未来を推進し続けます。  

皆さんがこれらの中核行動について改めて考え、企業行動規範および倫理規定を確認し、日々の業
務の中でどのようにそれらを体現できるかを考えていただきたいと思います。あなたのあらゆる 
行動、判断、そしてやり取りのすべてが、私たちの共通の使命に貢献することを忘れないでくだ 
さい。あなたは単なる従業員ではありません。医療の未来を形作るチームの重要な一員なのです。 

敬具 
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I. はじめに 

1. 目的と適用範囲 

業務遂行および倫理規範 （以下「規範」）は、当社の事業慣行の基本となります。規範には、 

誠実さ、正直さ、および最高水準の企業倫理に則って事業を行うための一般的な指針が示されてい

ます。本規範で商慣習また適用される法律、規則または規制で要求されているものよりも高い基準

が要求されている場合、当社はそれらの高い基準に従います。 

本規範は、当社およびそのすべての子会社の取締役、役員、従業員、ならびに全世界の臨時職員に

適用されます。文脈上、別段の意味を持たない限り、本規範の対象となるすべての取締役、役員、

従業員およびその他の人員を「当社従業員」または単に「従業員」と呼びます。本規範において

は、最高経営責任者、最高財務責任者、最高会計責任者および経理責任者、またはこれらと同様の

職務を遂行する者を「主要財務責任者」と呼びます。 

2. 一般的指針 

以下は、当社の事業を行う際に中核的価値観を常に意識するための指針となる原則です。 

• 最高水準の企業倫理および誠実さに従って当社の事業を遂行し、すべての適用法令および 

規制を遵守すること。従業員は、すべての事業上の行為において、健全な判断力と常識を 

もち、当社のコアとなる行動に一貫して沿った行動をとることが求められます。  

• 他人には正直さ、公平さ、敬意をもって接すること。すべての従業員は、当社の顧客、サプ
ライヤー、競合他社、協力者、従業員に対して公平に接するよう努め、前向きでインクルー

シブな環境を促進すべきです。 

3. 援助と情報を求める 

本規範は包括的なルールブックを意図したものではなく、直面するすべての状況に対応できるもの

ではありません。本規範は、当社の他の方針や手続きと併読すべきものであり、それらのテキスト

は当社のイントラネットまたは人事部から入手可能です。本規範はそれら他の文書の代わりとなる

ものではありません。 

むしろ本規範は、当社の業務を遂行する際にコアとなる行動を念頭に置くための指針となる原則の

一般的な声明と見なすべきです。 

ある状況に不安を感じたり、それが本規範や当社の倫理基準に沿っているかどうか疑問がある場合

は、支援を求めてくださるようお願いします。職員はまず直属の上司に連絡し、援助を求めるよう

にしてください。状況について上司が質問に答えられない場合や、上司に連絡することを望まない

場合は、当社の法務・コンプライアンス部へご連絡いただくことをお勧めします。また、当社は 

24時間 365日対応の QuidelOrtho倫理ホットラインも設置しており、電話（1-855-224-8332）また

はオンラインでご利用いただけます。ホットラインへの通報や問い合わせの際には匿名のままでか

まいませんが、ご自身の身元を明かしていただくことで、当社が皆さまの質問や懸念に対処しやす

くなります。 

mailto:myhr@quidelortho.com
https://secure.ethicspoint.com/domain/media/en/gui/40349/index.html
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4. 管理職の責任 

役員、マネージャー、監督者には、言葉、判断、行動、振る舞いを通じて模範を示し、倫理的なビ

ジネス行動の最高基準を自らに課すことで、手本となる責任があります。他の例としては、次のよ

うなものがあります。 

• 倫理およびコンプライアンスの重要性を強調する定期的な従業員への伝達を通じて、こ

の規範を周知すること。 

• すべての従業員が成功の機会を持ち、疑問や懸念を安心して提起できる、開かれた包摂

的で前向きな職場環境を整えること。 

• 従業員の業務行動がこの規範に適合していることを確保すること。 

• 他者への報復を決して行わず、報復行為を見過ごさないこと。  

• 倫理または法令に関する不正行為、またはこの規範や適用される法律の違反が明らかに

なった場合、あるいはその疑いがある場合には、直ちに当社の最高法務責任者または法

務・コンプライアンス部のバイスプレジデントに報告すること。 

• この規範や適用法の違反、あるいは倫理または法的な不正行為について、当社の最高法

務責任者または法務・コンプライアンス部のバイスプレジデントから事前の承認を得る

ことなく、自ら調査を行わないこと。 

 
5. 本規範の違反の報告  

すべての従業員は、本規範の違反が明らかになった場合や、その疑いがある場合には、当社に適用

される法令、規則、規制、方針の違反を含め、報告することが求められます。本規範または法令の

違反が疑われる場合は、直ちに上司（上司は当社の最高法務責任者または内部監査部責任者に報告

するものとします）、当社の最高法務責任者または法務・コンプライアンス部のバイスプレジデント、

あるいは QuidelOrtho倫理ホットラインに報告することが求められます。報告を受けた場合は、 

最高法務責任者またはその指名を受けた者が、適切な者と連携してその懸念事項を調査します。 

苦情が最高法務責任者に関わるものである場合、あるいは最高法務責任者が対応することで利益相

反が生じる場合には、当該苦情は当社の内部監査部責任者に送られます。前述したように、

QuidelOrtho倫理ホットラインに通報を行う際、従業員は匿名のままでいることができ、通話する

場合も身元を明かす必要はありません。法律または本規範の違反（認識しているもののほか、その

疑いのあるものを含む）を報告した場合、機密扱いとなり、裁量事項となります。従業員の上司 

（通知された場合）、最高法務責任者、その他調査および対応に正式に関与する権限を与えられた 

者は、適用法および当社の調査上の必要性に則り、可能な限り身元および情報の機密性を保護し 

ます。 

6. 本規範の違反に対する懲戒処分  

本規範に違反した従業員には、当社の方針および手続きに従い、適切な懲戒処分の対象となります。

必要に応じて、解雇（または法律で認められる範囲においては取締役会からの除名）を含む場合が

あります。  

従業員としての行動は、当社を代表するものです。その行動が法令または本規範に適合していない

場合、従業員自身および当社の双方に重大な結果をもたらす可能性があります。法令または本規範

に違反した従業員は、多額の民事損害賠償、刑事罰金、さらには懲役刑を科される可能性があり 

ます。当社もまた多額の罰金を科され、コミュニティにおける信用と評判を失墜します。本規範の

いかなる内容も、政府契約の遂行に関連する無駄、不正、または濫用を、適用法に従って直接関係

当局へ報告する従業員の権利を制限するものではありません。  
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7. 当社の報復禁止方針 

当社は誠実に援助を求め、または違反（認識しているもののほか、その疑いのあるものを含む）の

報告をした職員に対する報復を禁止しています。善意で支援を求めたり報告を行った従業員に対す

る報復や報復的行為があった場合には、懲戒処分の対象となり、雇用の終了（または法律で認めら

れる範囲における取締役会からの除名）を含む可能性があります。そのような報復や報復的行為が

あった場合は、本規範に記載された通報手段を用いて報告してください。 

8. 本規範の免除について 

本規範に関する当社の取締役、執行役員、その他の主要な財務担当者に対するいかなる免除も、当

社の取締役会のみが承認することができ、法令または該当する場合には Nasdaqの規則に従って一

般に開示されます。その他の従業員に対する本規範の免除は、最高経営責任者または最高法務責任

者のみが承認することができ、その内容は当社の監査委員会に報告されます。 

II. 利益相反 

1. 潜在的な利益相反の特定 

従業員は、当社の最善の利益のために行動し、「利益相反」の可能性がある行為をし、または個人

的利益を持つことは禁止されます。利益相反の外観を呈する状況も回避しなければなりません。利

益相反は個人的利益が当社の利益と矛盾する場合に発生します。利益相反は、従業員としての職務

や責任を誠実かつ客観的に、そして効果的に遂行することを妨げるような行為や利害関係があると

きに発生します。 

潜在的な利益相反を特定することは簡単ではありません。以下のような状況は、合理的に考えて利

益相反を生じさせる可能性があるため、Workdayで入手可能な「利益相反開示フォーム」を通じ

て速やかに開示する必要があります。  

• 他社との関係。従業員が、当社の顧客、サプライヤー、または競合他社であると知

っている、もしくはその可能性がある企業または個人に雇用されている場合、従業

員として勤務している場合、または何らかのサービスを提供している場合（当社に

おける従業員の職務として指定された業務を除く）、利益相反となる可能性があり

ます。また、当社の顧客、サプライヤー、または競合他社でない企業での副業であ

っても、それによって従業員が当社での業務を適切に遂行できなくなる可能性があ

る場合には、利益相反となる場合があります。同様に、職員が第三者に対し信認的

な義務を負う場合、特にその職員の当社での職務の関連でその関係が発展した場合

において、現実的または明白な利益相反が発生することがあります。  

• 不適切な個人的利益。従業員が、当社での地位を利用して、自身または家族、友人

に対して実質的な個人的利益や便宜を受け取ること。この分野に関する詳しいガイ

ドラインについては、下記の「ギフトおよび接待」セクションをご覧ください。 

• 財務的利益。従業員が、当社の重要な顧客、サプライヤー、または競合他社であると

知っている、もしくはその可能性がある企業に対して「実質的な利害関係」（所有権

等を含む）を有している場合、または当社での立場を利用して当該企業との取引に影

響を与える可能性がある場合、利益相反に該当する可能性があります。「実質的な利

害関係」とは、従業員本人またはその家族や友人が、企業・法人・その他の組織体の
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株式や議決権を直接的または間接的に 5%以上保有している場合などを指し 

ます。法務・コンプライアンス部は、従業員と顧客、サプライヤー、または競合他

社との関係、特定の取引における従業員の関与の程度、従業員にとっての利害関係

の重要性など、すべての状況を考慮して、当該利害関係を判断します。 

• 融資その他の財務取引。従業員が、当社の重要な顧客、サプライヤー、または競合

他社であると知っている、もしくはその可能性がある企業または個人から個人的な

債務に対する融資や保証を受けること、あるいはそれらとの間でその他の個人的な

金融取引を行うことは、利益相反となる可能性があります。ただし、銀行、証券会

社、その他の金融機関との間で行う通常の商取引（アームズレングス取引）は本ガ

イドラインの対象外です。

• 取締役会および委員会の役職。他の法人（営利または非営利を問わない）の取締役

会、理事会または委員会の役職を兼任する当社の職員の利益が当社の利益と矛盾す

ると合理的に判断される場合も注意が必要です。

• 家族の行動：従業員の家族が職場外で行う行動も、従前に述べた利益相反を引き起

こす可能性があります。なぜなら、それによって従業員が会社を代表して意思決定

を行う際の客観性が影響を受けるおそれがあるからです。本規範における「家族」

には、血縁または養子縁組を問わず、配偶者またはパートナー、兄弟姉妹、両親、

義理の家族、子供および孫が含まれます。

特定の企業や個人との関係において利益相反が存在するかどうか、またはそれらが当社の重要な顧

客、サプライヤー、もしくは競合他社であるかどうかに確信が持てない場合には、当該行為を控

え、速やかにその状況を開示し、指示を仰がなければなりません。利益相反方針のコピーは、当社

のイントラネット、または人事部、法務・コンプライアンス部から入手できます。 

2. 利益相反の開示

当社は、従業員が利益相反につながる可能性が合理的に考えられるあらゆる状況について、開示す

ることを求めています。利益相反の可能性がある状況、または他者から見て合理的に利益相反と見

なしうる状況があると疑われる場合は、その状況を入社時に開示する必要があります。勤務期間中

にそのような状況が発生した場合には、「利益相反開示ツール」を通じて速やかに報告しなければ

なりません。また、取締役会のメンバー、主要財務責任者、またはシニアバイスプレジデント以上

の役職にある場合は、その利益相反を最高法務責任者に開示する必要があります。法務・コンプラ

イアンス部、人事部、または該当する場合は最高法務責任者が、該当する状況が実際に利益相反に

該当するかどうかを判断し、該当する場合には最適な対応方法を協議の上決定します。なお、法令

が許容する範囲内において、法務・コンプライアンス部、人事部、または最高法務責任者は、従業

員が利益相反を引き起こす取引や状況に関与することを防ぐために、必要な措置を講じる権限を保

持します。執行役員または財務担当役員等に関し利益相反を発生させる可能性がある場合、取締役

会の承認が必要ですが、この承認は本規範の違反の責任に対する免除がなされたものと扱うことは

できません。

https://qocentral.quidelortho.com/my-workplace/departments/legal-compliance/conflicts-of-interest
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III. 当社の事業機会 

当社の従業員として、従業員またはサービス提供者としての職務の範囲内で、当社の利益を促進す

る機会があれば、それを実行する責任があります。企業資産や情報を通じて、または当社での地位

に基づいて事業機会を発見した場合、または提示された場合には、その事業機会を当社に提示しな

ければなりません。いかなる従業員も、当社に雇用されている間、または業務提供中に、当社の資

産・情報・地位を私的利益のために使用したり、当社と競合する行為を行ってはなりません。 

本規範の対象となる事業機会については、たとえ個人的に追求する意思がない場合でも、その内容

と条件を上司に開示する必要があります。上司は、法務・コンプライアンス部および該当する管理

職に連絡し、当社がその事業機会を追求するかどうかを判断します。従業員が事業機会を追求した

いと希望し、かつ当社がその事業機会を追求する権利を放棄する旨を文書で通知した場合には、当

初提示された条件のまま、その事業機会を他の本規範に定められた倫理基準と整合する形で追求す

ることが可能です。 

IV. 機密情報 

従業員は、当社の事業および当社のビジネスパートナーに関するさまざまな専有情報や機密情報に

アクセスすることがあります。機密情報とは、当社の競合他社にとって有益となる可能性のある、

または開示された場合に当社やその取引先、ビジネスパートナー、顧客、サプライヤーに損害を与

える可能性のある、すべての非公開情報を含みます。従業員は、当社および当社と取引を行ってい

る第三者の専有情報、営業秘密、その他の機密情報を保護し、開示が許可されている場合または法

的に義務付けられている場合を除き、これを開示しない義務があります。こうした専有情報または

機密情報の無断開示は禁止されています。上記で説明した社外への専有情報や機密情報の開示に関

する制限に加え、従業員は、当社または他の法人・個人が保有する専有情報、営業秘密、その他の

機密情報について、社内においても、業務上その情報を知る必要がある従業員以外には伝達されな

いよう、適切な注意を払う必要があります。こうした専有情報および機密情報を保護する義務は、

従業員が退職した後も継続します。期間については、当社との契約で定められた期間、またはより

長期にわたる場合には、従業員の職務内容およびアクセスしていた情報の機密性に応じた適切な期

間が適用されます。これらの機密情報や専有情報を無断で開示した場合、当社またはその顧客に競

争上の損害を与える可能性があり、従業員個人および当社に対して法的責任が生じることがありま

す。また、従業員は、当社がライセンスを受けている知的財産についても、当社が独自に開発した

知的財産と同様の注意をもって保護・管理する必要があります。職員は提携先、"ライセンサー、 

サプライヤー、顧客の非公知の情報（提携先等が保有する技術、製品パイプラインに関する情報を

含む）を責任をもって、かつこれらの者との契約に従い処理しなければなりません。 

当社または取引先に関する情報の開示が許可されているか、または法的に義務付けられているかに

ついて疑問や懸念がある場合には、速やかに法務・コンプライアンス部に相談してください。な

お、本セクションおよび本規範のいかなる内容も、従業員が適用される法令に基づく権利を行使す

ることを妨げることを意図したものではなく、そのように解釈されるべきではありません。  

本規範は常に、適用される法令に基づいて解釈されます。たとえば、米国においては、この行動規

範（Code）は、全米労働関係法（NLRA）と整合する形で解釈されます。NLRAは、特定の監督職

でない米国の従業員が、賃金やその他の雇用条件について話し合うなどの保護された団体活動に従

事する権利を保護しています。 
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V. 公正な取引 

すべての職員は同僚、および当社の提携先、ライセンサー、顧客、サプライヤー、競合他社との間

で公正に取引する義務があります。職員は機密情報の操作、隠蔽、濫用、重要な事実の不実告知、

またはその他の不公正な行為により、不公正に他者を利用してはなりません。  

VI. ギフトおよび接待 

すべての従業員は、ギフトや接待の授受にあたり、不当な影響力、不公平、または不適切な印象を

与える可能性があるため、注意を払わなければなりません。ギフトや接待は、従業員自身、または

当社のサプライヤーやビジネスパートナーのビジネス判断を阻害し、ビジネス関係と当社の評判を

損ない、法律に違反する可能性があります。 

1. サプライヤーおよびビジネスパートナー 

割引、クーポン、その他一般に公開されていない特典を含む、あらゆる種類、性質、内容のギフト

は制限しなければなりません。ただし、従業員は、別紙 Aに記載されているギフトの受け渡しに関

するガイドラインに従い、ブランドプロモーション品や年次ホリデーギフト（現金またはギフトカー

ドなどの現物現金を除く）の授受を行うことができます。ギフトは、地域における業界慣習に準拠

し、当社の方針および適用法に準拠する必要があり、賄賂または利益供与と合理的に解釈されるも

のであってはなりません。すべてのギフトおよび接待費は、経費報告書および当社の財務記録にお

いて正確に開示および計上されなければなりません。 

ギフトは、地域の慣習に従い、提供元１団体あたり、暦年 1～3回までに制限し、直属の上司に開

示または承認され、合理的に入手可能な場合は部内で共有する必要があります。この基準を満たさ

ないギフトに関するガイダンスについては、法務・コンプライアンス部にお問い合わせください。 

2. 国家公務員および公的機関職員  

連邦政府（連邦政府の請負業者を含む）、州政府、地方政府、または外国政府の職員に対し、当該

関係者に影響を与えることを目的としたギフト、接待、謝礼、食事、宿泊、旅行、または類似の物

品を提供または約束することはできません。さらに、誤解を招く可能性があるため、係争案件がな

い場合でもこの制限が適用されます。また、金銭の一部が直接的または間接的に政府職員に提供、

贈与、または約束されることを知っている、または合理的に信じる、またはそれが疑われる場合、

いかなる支払いまたは金銭の提供も固く禁じられています。外国でのビジネス上の取引に関連する

ギフトの授受に適用される当社の方針の詳しい解説については、本規範の「腐敗行為防止法」のセ

クションをご覧ください。 

3. 医療従事者  

医師、看護師、臨床検査技師、医療助手などの医療従事者へのギフトや接待に関する法律は国に 

よって異なります。従業員は、医療従事者に対し、貴重品を要求または提供する前に、法務・コン

プライアンス部の事前承認を得る必要があります。 

 

医療従事者への物品、接待、その他の利益の供与に関する国別ガイダンスについては、医療従事者

向け接待ガイドラインをご覧ください。 

https://app.powerbi.com/groups/me/reports/af6f9085-9f4f-4184-a422-ba6ab5dd7b1c/ReportSection4ad63b7659c0fc5b5500?ctid=6e63ffc0-c2fc-4cc4-b6c4-666b2ce89d92&experience=power-bi
https://app.powerbi.com/groups/me/reports/af6f9085-9f4f-4184-a422-ba6ab5dd7b1c/ReportSection4ad63b7659c0fc5b5500?ctid=6e63ffc0-c2fc-4cc4-b6c4-666b2ce89d92&experience=power-bi
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VII. 会社記録 

当社の事業にとって正確かつ信頼性ある記録は重要となります。会社記録は当社の計算書類、財務

レポート、規制上の届出、当社のその他の事業上の側面に関連し、当社の業務上の意思決定および

戦略的な計画の指針となります。会社記録には、財務記録、従業員記録、当社の技術、製品開発、

臨床開発、顧客関係、製造／規制上の届出、および当社の事業において維持されるその他のすべて

の記録が含まれます。 

すべての会社記録はすべての重要な点において完全性、正確性、および信頼性を有していなければ

なりません。各従業員は自己が管理する会社記録に関する当社の正式な文書保管方針に従わなけれ

ばなりません。上記の当社方針のコピーを希望する場合、または当該方針に関する質問がある場

合、上司または法務・コンプライアンス部門に連絡してください。 

VIII. 会社財産の保護および利用 

職員は会社財産を保護し、自己または第三者の個人的利益のためではなく、正当な事業上の目的の

ためにのみ効果的に利用しなければなりません。盗難、不注意、および紛失は当社の財務パフォー

マンス に直接に影響を与えます。当社の資金または財産の利用は、個人的利益、違法または不適切

な目的であると問わず、禁止されます。 

従業員は、当社の財産には、当社の電子/電話システムに送受信される、または当社の電子/電話シ

ステムに含まれる書面による通信を含むすべてのシステム、データ、通信が含まれることを認識す

る必要があります。従業員および会社資産のその他の利用者は、かかるシステム、データ、および

通信が非公開またはプライバシーの対象であると仮定してはなりません。法律で認められる範囲に

おいて、当社は、当社のすべての情報システムへの投稿およびそこからのダウンロードを含む、電

子通信および電話通信の内容にアクセス、閲覧、監視、検査、検討、開示、保存する能力を有し、

その権利を留保します。これらの通信内容は法執行機関または政府公務員に対して開示される場合

があります。  

さらに、当社のシステムおよび機器の使用は当社全体の評判に影響を与えます。いかなる場合も、

当社のシステムまたは機器を使用して、わいせつ、人種差別的、または性的に露骨な情報を含む違

法、中傷、嫌がらせ、または不適切な情報を閲覧、アクセス、保存、共有、または送信したり、他

者の知的財産権を侵害する活動に従事したりすることはできません。 

 

従業員は、当社のイントラネットまたは情報技術部から入手できる携帯機器のセキュリ

ティ方針および許容される使用に関する方針を参照する必要があります。 

IX. 財務レポートおよび関連する公表内容の正確性 

上場会社として、当社は証券法、規制、報告義務の適用を受けます。適用法令および当社の方針に

従い、当社の事業、財政状態、損益に関する正確かつ完全な情報の開示が要求されます。不正確、

不完全、または期限後報告は、当社に重大な損害を与え、法的責任を負わせる可能性があります。 

当社の最高財務責任者および財務部に勤務するその他の従業員は、財務開示が完全、正確、適時か

つ理解しやすく、当社の業績および財務状況を公正に反映していることを保証する追加の責任を負

います。これらの職員は一般に公正妥当と認められている会計基準、および取引、見積もり、予想

に関する会計および財務報告の基準および法令を理解し、従わなければなりません。当社は、当社

の会計、内部統制、または監査事項に関する苦情の受付、保管、および処理を規定するため、別途

https://qocentral.quidelortho.com/content/qocentral/us/en/home/resources/policies-procedures-and-guidelines/_jcr_content/root/container/container/policiesprocedures.download.json?docNum=16413315&fileName=DMS-POL80018.pdf
https://qocentral.quidelortho.com/content/qocentral/us/en/home/resources/policies-procedures-and-guidelines/_jcr_content/root/container/container/policiesprocedures.download.json?docNum=16413315&fileName=DMS-POL80018.pdf
https://qocentral.quidelortho.com/content/qocentral/us/en/home/resources/policies-procedures-and-guidelines/_jcr_content/root/container/container/policiesprocedures.download.json?docNum=13832391&fileName=DMS-POL80016.pdf
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「会計、内部会計統制、または監査事項に関する苦情に関する方針」（以下「内部告発方針」）を制

定しています。  

会計または監査上の疑わしい事項に関する未解決の懸念や苦情がある場合、本規範または内部告発

方針に記載されているいずれかの方法で、それらの懸念事項または苦情を提出する必要があります。

そのような報告は、適用される法律に従い、また可能な限り最大限において、すべて機密として扱

われます。内部告発に関する方針のコピーは、当社のイントラネットまたは法務・コンプライアン

ス部から入手できます。 

X. 法令遵守 

各従業員は当社またはその業務に適用されるすべての法律、規則および規制に従う義務があります。

この法令には、賄賂、キックバック、当社製品の開発、試験、承認、製造、マーケティング、販売、

著作権、商標、企業秘密、データ保護およびプライバシー、インサイダー取引、違法な政治献金、

独占禁止法の禁止、海外の腐敗行為、賄賂の授受、環境災害、雇用上の差別またはハラスメント、

職業上の健康および安全、虚偽または誤解を招く財務情報、会社財産の不正使用などに適用される

ものが含まれますが、これらに限定されません。職員は自己の役職に適用されるすべての法律、規

則および規制を理解し、これに従うことが期待されています。一連の行為が適法であるかどうかに

ついて疑義がある場合、上司または法務・コンプライアンス部にアドバイスを求めてください。 

1. 医療従事者との関わり 

当社は、研究開発、販売、教育的および販促活動を通じて、医療従事者やその他の顧客と関わって

います。当社が医療提供者と関わる際には、正当であり、透明性があり、適切でなければなりま 

せん。当社は、業界をリードする品質、革新性、サービスを提供することでお客様との関係を築い

ており、賄賂やその他の不適切な誘因を提供することによって関係をすることはありません。医療

提供者の判断や、当社の製品・サービスを購入する組織の購買決定に対して、不適切な影響を与え

る、またはそのように見える行為を行ってはなりません。 

当社は、医療提供者との関係を規定するすべての適用法および業界規範を遵守しています。医療関

連法は複雑で規制も多いため、疑問がある場合は、上司または法務・コンプライアンス部に相談し

てください。 

2. 政府との交渉 

当社は米国政府、連邦政府、地方政府、および外国の政府と取引をすることがあります。当社は高

度の企業倫理を持ち、すべての適用法令（当社の製品および業務、政府との契約や政府との取引な

ど、に対し規制上の権限を有する政府機関との連絡に適用される特別要件を含む）に従いすべての

政府およびその代表者と取引をする義務があります。 

職員の職務内容に政府との交渉が含まれている場合、自己の役職に適用される特別法、規則および

規制並びに適用される当社の標準的な業務手順を理解し、これに従うことが期待されます。一連の

行為が適法であるかどうかについて疑義がある場合、速やかに上司または法務・コンプライアンス

部にアドバイスを求めてください。 

上記のほか、政府業務部に属しており、同部のために特別に定められた手順に従っている場合を除

き、職員は立法機関の構成員もしくは職員、または政府公務員または政府職員との連絡が必要とな

る業務に従事する場合、政府業務部または法務・コンプライアンス部の承認を得なければなりま 

https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments%2C%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Policies/Whistleblower%20Policy/QuidelOrtho-Whistleblower-Policy-08222022-(FINAL).pdf
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せん。この規範が適用される業務活動には、ロビー活動または擁護活動のための、当社を代表して

の議員またはそのスタッフ、あるいは行政機関の高官との会合が含まれます（ただし、疑義を避け

るため、規制部門による米国 Food and Drug Administrationまたは米国以外の国の同等の規制

当局とのやり取りは含まれません）。ロビー活動のための準備、調査その他の後方活動は、当該ロ 

ビー活動が実施されない場合であっても、本要件が適用されます。特定の業務活動がこの要件に該

当するかどうかについて疑義がある場合、ただちに上司または法務・コンプライアンス部にアドバ

イスを求めてください。 

3. サプライヤーおよびビジネスパートナーとの関わり 

当社は、当社の価値観を共有するサプライヤーやビジネスパートナーとの協働を期待しています。 

当社は、サプライヤーやビジネスパートナーと誠実かつ真摯に関わっており、サプライヤーやビジネス

パートナーにも、現地の法令や規制を含め、同様の対応を期待しています。当社は、サプライヤー、 

販売代理店、その他のビジネスパートナーを含め、当社を代表して行動するすべての者の行為に対

して責任を負う可能性があります。いかなるサプライヤー、販売代理店、その他のビジネスパート 

ナーと関わる前にも、従業員は、当該サプライヤー、販売代理店、その他のビジネスパートナーが

適格で信頼できることを確認するため、当社のデューデリジェンスプロセスによる評価を受けてい

ること、また当社の「サプライヤーおよび販売代理店業務遂行および倫理規範に従うことに同意し

ていることを確認しなければなりません。 

4. 政治活動およびボランティア活動 

当社は職員が政治過程に個人として、勤務時間外で参加することを奨励しています。しかしながら、

連邦および州の政治献金／ロビー活動規制法では、当社が政党または政治職の候補者に対し行う政治

献金を厳しく規制しています。当社の方針の下では、最高法務責任者の事前の承認がなければ、当社

の資金または資産はいかなる政党または政治職の候補者に対しても政治献金をすることは禁止されて

います。職員が個人的な政治献金をした場合、当社はこれを必要経費として償還することはありま 

せん。職員が当社に関連性のない政治活動に参加する場合、当該職員の見解および行動は自己の見解

および行動であること、および当社の見解を代弁するものでないことを明確にするように注意しなけ

ればなりません。本方針に関し質問がある場合、最高法務責任者に相談してください。 

5. 慈善寄付および寄付 

慈善寄付および寄付によって、当社は地域社会に大きな影響を与えることができます。これらの寄

付および寄付は、財政支援、製品またはサービスの提供、あるいは従業員のボランティア活動と 

いった形で行われます。これらの寄付および寄付は、正当な資格を有する慈善団体および非営利団

体にのみ提供され、現地法および当社の慈善寄付プログラムのガイドラインに基づいて決定され、

当該プログラムガイドラインに定められた承認を受けなければなりません。 

すべての慈善寄付および寄付は、当社の価値観に合致し、正当な慈善目的のために行われ、商業的な販

売プロセスの外で審査および承認される必要があります。 

 
慈善寄付および寄付は、見返りとして、または過去、現在、または将来の販売に対するインセンティブ

として利用すべきではありません。慈善寄付または寄付についてご不明な点がある場合は、社内イント

ラネットに掲載されている贈収賄防止／腐敗行為防止に関する方針および利益相反に関する方針を参照

するか、人事部にお問い合わせください。  

https://www.quidelortho.com/global/en/our-company/regulatory/supplier-and-distributor-code-of-conduct-and-ethics
https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments,%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Policies/Anti-Bribery%20Anti-Corruption/QuidelOrtho%20Policy%20ABAC%2005.27.2022%20(English).pdf
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6. 独占禁止法の遵守  

米国およびその他の国の独占禁止法は、競合他社間またはサプライヤーと顧客間の不当に競争を制

限する特定の契約を含む、特定の行為を禁止することにより、競争を促進し維持することを目的と

しています。当社の方針の趣旨は当社が事業を遂行する国、州および地方の反トラスト法、独占禁

止法、競争法またはカルテル禁止法に従いながら、積極的かつ倫理的に競争することです。反トラ

スト法に違反した場合、当社および職員に対し厳罰（多額の罰金および刑事制裁を含む）が課され

る可能性があります。職員は自己の活動に適用される反トラスト法の原則の基本的な知識を維持し、

当該法律の遵守に関し疑義がある場合は法務・コンプライアンス部に相談する必要があります。 

a. 競合他社との会議やコミュニケーション 

価格、生産量、入札、市場配分、製品戦略、顧客との契約条件などの競争条件について競合他社同

士で合意することは、独占禁止法違反となります。競合他社には、当社と競合する製品を販売する

企業だけでなく、当社が資源を巡って競合する企業も含まれます。したがって、例えば、当社は競

合製品を販売していない企業とであっても従業員獲得のために競合する可能性があります。独占禁

止法は、競合他社が互いの従業員の給与（すなわち、価格）について合意したり、互いの従業員を

引き抜くことを禁じています。 

したがって、従業員は競合他社との会議、会話、その他のコミュニケーションにおいて注意を払う

必要があります。たとえ無害な発言であっても、不適切な印象を与える可能性があります。そのた

め、競合他社と、当社の価格、価格戦略、コスト、数量、売上予測、製品開発計画または活動、事

業計画、マーケティング計画またはあらゆる種類の戦略、地域または地理的市場、顧客、サプライ

ヤー、または労働力に関する計画または条件、その他の競争条件、その他独占的かつ競争上機密性

の高い情報など、機密情報または競争上センシティブなビジネス情報について話し合ってはなりま

せん。 

競合他社との会議は、法務・コンプライアンス部の事前承認が必要です。このような会議では、事

前にアジェンダを作成、配布し、会議の目的と議題を詳細に記録する必要があります。議論は、承

認された正当な議題に限定しなければなりません。機密情報や競争上センシティブな業務情報につ

いて議論してはなりません。従業員は、自らの行動や会話がこれらのガイドラインに照らして不適

切である、または一致していない可能性があると感じた場合には、法務・コンプライアンス部に相

談する必要があります。 

b. 職業専門家協会および同業者団体 

従業員は競争者が出席する職業専門家協会および同業者団体に出席する際には注意する必要があり

ます。このような会議は、正当な事業目的があり、適切な議題に沿って公開の場で行われる限り、

適法かつ適切です。このような会議では、従業員は当社の価格設定方針またはその他の競争条件、

その他独占的かつ競争上センシティブな情報については議論することはできません。 

職業専門家協会や同業者団体における、これらガイドラインに不適切または抵触すると思われる行

動や議論については、法務・コンプライアンス部に相談してください。 
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c. 業界ベンチマーク 

ベンチマーキングとは、企業の価格、取引条件、業績、プロセスなどを業界内の他社と比較する手

法です。ベンチマーキングは、業界の関係者が特定の情報を共有し、通常は第三者がそのデータを

集約・匿名化することによって行われます。いかなるベンチマーキング活動に参加する際にも注意

が必要であり、事前に法務・コンプライアンス部門に相談してください。 

d. 顧客およびサプライヤとの取引 

独占禁止法は、顧客とサプライヤーの間の特定の種類の合意も禁止しています。当社が事業を展開

している多くの法域においては、これには、サプライヤーと販売代理店との間で、販売代理店が当

該製品を再販売する際の価格を定める合意、販売代理店が競合製品を取り扱うことを制限する合

意、またはある製品を購入するために別の製品の購入を求めるいわゆる抱き合わせ販売契約などが

含まれます。これらの取り決めについて疑問がある場合は、法務・コンプライアンス部に相談して

ください。 

また、顧客やサプライヤーが、当社がその競合他社とどのような条件で取引しているかについての

保証を求めてくる場合には、注意が必要です。そのような保証は、顧客またはサプライヤーのレベ

ルにおいて、競合他社間の合意とみなされる可能性があります。顧客やサプライヤーからそのよう

な要求があった場合には、法務・コンプライアンス部に相談してください。 

7. インサイダー取引法の遵守 

当社のインサイダー取引コンプライアンス方針に基づき、従業員は、当社または当社と取引関係のあ

る企業（顧客、販売代理店、サプライヤー、ライセンシング、共同開発または合弁事業の相手方、業

務委託研究機関、業務委託製造機関、あるいは重要な取引交渉中の企業など）に関連する重要な未公

開情報を保有している間は、いかなる種類の有価証券の取引も行ってはなりません。また、従業員は、

重要な未公開情報に基づいて、当社の株式やその他の証券の売買を他人に勧めたり、「ティップ（インサ

イダー情報を与えること）」したり、示唆したりすることも禁止されています。職員が職務の遂行過程で

他社に関する重要な非公知の情報を取得した場合、当該情報を保有している間は、当該会社の株式そ

の他の証券の取引、または当該情報に基づき他者に「情報提供をすること」は禁止されます。インサ

イダー取引法に違反した場合、多額の罰金および刑事制裁が科され、当社の懲戒処分 (解雇を含む) の

対象となる可能性があります。職員は当社のインサイダー取引に関するコンプライアンス方針を注意

深く読み、これに従わなければなりません。インサイダー取引に関するコンプライアンス方針のコ

ピーは、当社のイントラネットまたは法務・コンプライアンス部から入手できます。 

インサイダー取引に関する法令について疑問がある場合は、法務・コンプライアンス部にお問い合わ

せください。 

8. 貿易管理法の遵守 

米国の反ボイコット法は、米国と友好関係にある国に対する、非公認の外国によるボイコットに 

従ったり、これを支援したりすることを目的とした一定の行為を禁止しています。 

 

禁止される行為には、一定の国で事業を遂行することを拒絶すること、ボイコット関連の要求に対

応して、ある者に関する情報を提供すること、および上記の禁止行為に関連する条件が含まれてい

る信用状を発効することが含まれています。当社は、米国の反ボイコット法および関連法令の遵守

に努めています。 

https://orthoclinical.sharepoint.com/:b:/s/insideorthocontent/EScsnklth-tBsrlp3iXCiZYBM4kVQBgFSh-ao0C0qGmg5Q?e=t6gLmgred%20Documents?viewpath=%2Fsites%2Finsideorthocontent%2FShared%20Documents&id=%2Fsites%2Finsideorthocontent%2FShared%20Documents%2FDepartments%2C%20Sub%2DDepartments%2FLegal%2FGlobal%20Compliance%2FPolicies%2FInsider%20Trading%2FInsider%20Trading%20Policy%20%2D%20Amended%202%2E6%2E25%20%28Final%29%2Epdf&viewid=e33601ad%2D31d7%2D48f4%2Daaf9%2D8651a92c0a2c&parent=%2Fsites%2Finsideorthocontent%2FShared%20Documents%2FDepartments%2C%20Sub%2DDepartments%2FLegal%2FGlobal%20Compliance%2FPolicies%2FInsider%20Trading
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当社は、米国、英国、欧州連合その他の関係機関により採択された経済制裁規制を遵守しており、

これらの規制により、特定の国、組織、団体、または個人（米国財務省外国資産管理局（OFAC）

が指定する特定国民を含むがこれに限定されない）との取引が禁止または制限される場合がありま

す。当社は、ベンダー、金融機関、顧客（および見込み顧客）が制裁対象でないことを確認するた

めの手続きを確立し、これを維持しています。そのため、すべての従業員は、自身の職務に関連す

る経済制裁コンプライアンス手続きを理解しておく必要があります。 

反ボイコット規制および経済制裁法令の遵守に関して不明な点がある場合は、法務・コンプライア

ンス部に相談してください。 

XI. 広報および公正開示規制  

1. 広報一般 

当社はコミュニティにおける信用と評判を大切にしています。報道機関、投資家コミュニティ、ソー

シャルメディアにおける当社に関する発言や記載内容は、当社の評判によくも悪しくも直接的な影

響を与える可能性があります。当社は、お客様、株主、潜在的な投資家および一般の方々に対して

透明性を持って接するよう努めていますが、同時に、当社を代表して公に共有する情報の正確性と

一貫性を確保し、競争上および専有性のある情報の機密性を保持し、センシティブな市場情報の選

択的開示を防止する責任も負っています。 

米国の証券法およびその他の関係法令では、重要な会社情報の開示時期および方法について具体的

な要件が定められており、その情報が重要な点において正確かつ誤解を招かないものであることが

求められています。重要な点で不正確または誤解を招く発言や情報開示を行った場合には、SEC 

（米国証券取引委員会）による強制措置、中止命令、差止命令や民事制裁金を求める訴訟など、当社

および発言・開示を行った個人に対して重大な法的責任が生じる可能性があります。 

また、業務時間中であっても私的な時間中であっても、当社に関連するソーシャルメディアやその

他のオンライン上の活動は、当社の関連方針および手順に従わなければなりません。たとえ業務と

は無関係の個人的なソーシャルネットワーキングであり、勤務時間外かつ社外で行ったものであっ

ても、それが当社の事業に悪影響を及ぼしたり、従業員自身または当社に法的責任が及んだりする

可能性があります。 

当社は、コミュニティにおける信頼性および評判を維持し、競争上および専有性のある情報の機密性

を保持し、市場に影響を与える財務情報の選択的開示を防止するために、「アナリスト、株主および

その他の関係者との連絡に関する方針（公正開示規制方針）」および「外部との連絡およびソーシャ

ルメディアに関する方針（外部との連絡に関する方針）」を採用しています。メディア、アナリスト

およびその他の第三者に属する者からの当社または当社の製品に関する情報またはコメントの要求は

すべて、公正開示規制方針および外部との連絡に関する方針を含む、広報に関する当社の方針および

手順に従って取り扱わなければなりません。公正開示規制方針および外部との連絡に関する方針のコ

ピーは、当社のイントラネット上または法務・コンプライアンス部門から入手できます。開示事項に

ついてご質問がある場合は、法務・コンプライアンス部にお問い合わせください。 

2. 公正開示規制の遵守 

上述のように、広報に関連して、当社は「公正開示規制」と呼ばれる連邦の証券法に基づくルール

に従うことが要求されています。公正開示規制によれば、当社に関する重要な非公知の情報を証券

市場の専門家または株主（当該株主が当該情報に基づき取引をすることが合理的に予想される場合

https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments,%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Policies/Disclosure%20Policy/Coronado%20-%20Disclosure%20(FD)%20Policy%20(FINAL).pdf
https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments,%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Policies/External%20Communications%20Policy/QO%20-%20External%20Communications%20Policy%20(FINAL).pdf
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に限る）に開示する場合、当社は当該情報を公衆にも開示しなければなりません。「証券市場の専

門家」とは、原則として、アナリスト、機関投資家、その他の投資アドバイザが含まれます。職員

は随時改訂される公正開示規制方針を熟読、遵守しなければなりません。 

XII. 腐敗行為防止法 

腐敗行為防止法（Foreign Corrupt Practices Act（海外腐敗行為防止法）（以下「FCPA」とい

う）、および UK Bribery Act（英国贈収賄禁止法）（以下「UKBA」という）、その他の現地の腐

敗防止法を含む）は、当社、その職員、受託先が、直接または間接を問わず、不適切に事業機会を確

保、維持し、民間人または組織、政府公務員、政党、政治職の候補者、または公的な国際機関の職

員に行為または決定に影響を与えることを目的として金銭その他の有価物の提供、供与または約束

をすることを禁止しています。簡単に言うと、当社の職員および代理人は、不適切な事業上の利益

を取得するために賄賂、見返り、またはその他の誘因の授受が禁止されます。 

この禁止事項は、当該支払金額が間接的に個人、民間団体、または政府関係者への禁止された支払

いに使用されると考えられる理由がある場合、当社の第三者代理店（「仲介者」）への支払いにも

適用されます。間接支払いには、送金をする者がその移転の全部もしくは一部が直接支払いの禁止

対象である個人のために行われることを知り、または知るべきである場合において、他の個人また

は組織に対する送金、有価物の移転が行われる場合が含まれます。賄賂、見返り、その他の誘因の

支払いのためにに仲介者を使用することは法律違反であり、禁止されています。適用される腐敗行

為防止法に違反した場合、多額の罰金および刑事制裁が科され、当社の懲戒処分（解雇を含む）の

対象となる可能性があります。 

XIII. 環境、社会、健康および安全 

当社は職員のために安全かつ健康的な労働環境を提供すること、事業が行われる場所の環境とコミ

ュニティへの悪影響および損害を防止することに取り組んでいます。当社の職員は環境、健康およ

び安全に関する法令および当社の基準に従わなければなりません。職員は自己の役職に適用される

法令および方針を理解し、これに従わなければなりません。環境、健康および安全に関する法令に

違反した場合、職員および当社に対する民事・刑事責任が科され、また当社による懲戒処分（解雇

を含む）の対象となる可能性があります。自分に適用される法令および方針に関し質問がある場

合、法務・コンプライアンス部に相談してください。 

1. 環境 

当社のすべての職員はリサイクルその他のエネルギー節約措置を通じて資源を保存し、廃棄物と放

出を削減することに努めなければなりません。職員は、環境法の違反やその疑い、あるいは有害物

質の排出や放出につながる可能性のある出来事があった場合は、速やかに上司または環境・健康・

安全部、法務・コンプライアンス部に報告する責任があります。 

2. 健康および安全性 

当社はすべての健康および安全に関する法律に従うほか、職員の安全を保護しながら業務を遂行し

なければなりません。職員は、すべての健康および安全に関する法令および自己の職務に適用され

る方針を遵守する義務があります。安全でない状況や、自分や他人が負傷するリスクがある業務に

ついて懸念がある場合、ただちに上司または環境・健康・安全部、法務・コンプライアンス部に報

告してください。 

https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments,%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Policies/Disclosure%20Policy/Coronado%20-%20Disclosure%20(FD)%20Policy%20(FINAL).pdf
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3. 雇用慣行 

当社は事業のあらゆる側面において公正な雇用慣行を実施します。当社の雇用方針および手続きの

概要のみを下記に記載します。当社方針の詳細なテキストは人事部で入手することができます。当

社の職員はすべての労働および雇用法（差別禁止法および結社の自由・プライバシーに関する法律

を含む（に従わなければなりません。職員は自己の役職に適用される法令および方針を理解し、こ

れに従わなければなりません。労働および雇用法に違反した場合、当該職員および当社は民事・刑

事責任を負い、解雇を含む懲戒処分の対象となる可能性があります。自分に適用される法令および

方針に関し質問がある場合、人事部または法務・コンプライアンス部に相談してください。 

4. 人身売買と強制児童労働 

当社は、グローバルな企業市民として人権を尊重する責任を認識し、暴力、詐欺、または威圧を用

いた人材の募集、隠匿、輸送、提供、または獲得の撲滅に取り組んでいます。  

当社の従業員、ビジネスパートナー、販売代理店、サプライヤー、請負業者および下請業者が、強

制労働または不本意な労働に関与することは、たとえそれが刑務所労働、年季奉公、債務労働、そ

の他いかなる形態の奴隷労働や人身売買であっても、当社の事業においては容認されません。当社

は、すべての最低年齢に関して適用される法律および要件を認識、遵守し、児童労働社を雇用して

いません。また、当社のビジネスパートナー、販売代理店、”サプライヤー、請負業者、および下請

業者もこれを遵守することが当社の方針です。各国の法定就労年齢を超えた若年労働者の雇用は、

危険性のない業務であり、教育や健康を妨げないことが望まれます。  

また、当社の従業員、販売代理店、サプライヤー、請負業者、下請業者を含むビジネスパートナー

が、当社のサプライチェーンや施設内、あるいは事業遂行において、人身売買やその他のあらゆる

形態の人権侵害に関与することは容認されません。すべての従業員は、人身売買、児童労働、その

他の強制労働の疑いのある事例を、上司または法務・コンプライアンス部に報告することが義務付

けられています。 

5. ハラスメントおよび差別 

当社は人種、肌の色、宗教、国家的出身、性別（妊婦であることを含む）、性的指向、年齢、障

害、退役軍人である身分、または法律で保護されているその他の特徴に基づく差別をすることな

く、業績主義に基づきすべての個人に対する機会均等、公正な処遇を確保します。当社は物理的、

口頭であると問わず、また上司、非管理職または非従業員である問わず、上記の特徴に基づくハラ

スメントを禁止しています。ハラスメントには、不快な性的嫌がらせ、望まない性的な誘惑や提

案、暴言、性的または人種的に侮辱的な言葉、性的または人種的に侮辱的な物または写真を職場に

展示することが含まれます。 

差別やハラスメントを目撃したり、それらに関する苦情がある場合は、上司、人事部、

または QuidelOrtho 倫理ホットラインにその行為を報告してください。すべての苦情内容は
配慮され、慎重に処理されます。上司、人事部および当社は可能な限り職員の機密性を保護し、懸

念の調査の必要性を考慮して法律に従い処理します。当社の調査の結果、ハラスメントまたは差別

が判明した場合、当社は即座の是正措置（解雇を含む懲戒処分）を講じます。当社は誠実に苦情を

申し立てた職員に対する報復を厳禁しています。 

https://secure.ethicspoint.com/domain/media/en/gui/40349/index.html
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職員がハラスメントまたは差別の被害者であると管理職が合理的に判断した場合、またはハラスメ

ントまたは差別の申し立ての報告を受けた場合、当該事実をただちに法務・コンプライアンス部ま

たは人事部に報告しなければなりません。 

6. アルコールおよび薬物 

当社は薬物のない職場を維持することに取り組んでいます。すべての当社の職員はアルコールの乱

用、違法な物質の保有、販売、使用に関する当社の方針に厳格に従わなければなりません。勤務中

または当社の敷地内でのアルコール飲料の摂取は禁止されます。ただし、当社が特に許可したイベ

ントまたは管理職が許可したその他の場合はこの限りではありません。いかなる状況においても、

勤務中または当社の敷地内では、薬物その他の統制薬物の使用、販売、提供、または不法所持は禁

止されています。同様に、アルコールまたは薬物の影響下で出勤し、または当社の車両を運転し、

もしくは当社のための出張中に車両を運転することは禁止されます。安全に職務を遂行する能力を

阻害する可能性のある処方薬を使用している従業員は、適用される当社の方針に従わなければなり

ません。  

7. 暴力の防止および武器 

当社の職員の安全とセキュリティは極めて重要です。当社は職場での、または職場に関連する暴力

または脅迫を厳禁します。当社の敷地内で発生した、または当社の事業に影響を及ぼす暴力的また

は暴力的となりうる状況に遭遇、目撃、またはその他の方法で認識した場合は、必要に応じて、直

ちに上司または人事部、法務・コンプライアンス部、環境・健康・安全部、セキュリティ部に状況

を報告する必要があります。 

当社は、いかなる種類の武器も、当社の敷地内や車両内、または社内外を問わず業務中に所持する

ことを、いかなる個人に対しても許可していません。上記のルールは、職員が武器を携帯する法的

許可を得ている場合であっても適用されます。本方針に対する唯一の例外は、当社の管理職が武器

の携帯を許可したセキュリティ関連の従業員です。 

XIV. 製品の品質および安全性 

当社は当社の製品の開発、製造、輸送、貯蔵、ラベル表示、承認に適用される法令に従い、当社の

顧客に対し高品質な製品サービスを提供することにコミットしています。当社は当社の顧客の要求

を把握し、顧客の仕様、期待事項を満たし、または超える製品サービスを提供することに重点を置

いています。当社は、意図された用途、承認を受けた適応症に適合する製品サービスを設計、製

造、および納入し、承認、ラベル表示、販売およびマーケティングに関連する規制要件の認識、遵

守のために必要な措置を講じます。これは、すべての契約上の仕様、品質管理手順を常に理解、順

守し、すべての必要な検査とテストを適切に完了することを意味します。製品の品質および安全性

に対する当社のコミットメントを実現するため、当社はサプライヤーが当社に提供する製品サービ

スの品質と安全性を保証することを期待しています。 

XV. 臨床／規制コンプライアンス 

製品の規制事項、臨床試験および研究調査の実施、そのような試験および研究調査の結果の伝達、

ならびに医療従事者とのやり取りに関する情報または質問については、医療従事者とのやり取りに

関する当社の方針を参照するか、臨床・規制部または法務・コンプライアンス部に連絡してくだ 

さい。 
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XVI. データのプライバシーと保護および個人情報 

当社は必要に応じて、一般データ保護規則、改正カリフォルニア州消費者プライバシー法、中国の

個人情報保護法、その他の関連する法令を含め、すべての適用されるデータプライバシーおよび保

護に関する法律の遵守に取り組みます。当社は、社員、臨時従業員、顧客、および当社と協力する

第三者のプライバシーを尊重します。個人情報へのアクセスは、当社の方針およびプライバシー関

連の法律・規制によって厳しく制限されています。当社は、従業員が当社から委託された個人情報

や機密情報を適切に保護することを求めています。s これらの要件は複雑、頻繁に変更されるとと

もに、当社の業務地に応じて異なるので、当社の法的責任、当社のプライバシー方針、または個人

識別情報に関する職員の義務に関し質問がある場合、法務・コンプライアンス部に相談してくだ 

さい。グローバルプライバシー方針およびプライバシー通知のコピーは、当社のイントラネットま

たは法務・コンプライアンス部から入手できます。 

XVII. 結論 

本規範は高度な事業倫理に従って当社の業務を遂行するための一般的なガイドラインを定めてい 

ます。これらのガイドラインについて質問がある場合、あるいは、この規範の文言または精神に違

反していると思われる活動または行為について懸念または苦情がある場合は、以下のいずれかに相

談してください。 

▪ 上司、 

▪ 法務およびコンプライアンス部、または 

▪ QuidelOrtho 倫理ホットライン: 電話 1-855-224-8332 またはインターネット  

倫理ホットライン。  

本規範は、当社の財務担当役員等に適用され、当社の「倫理規範」（その意味はサーベンス・オクス

リー法第 406条に従う）となります。 

本規範並びに本規範に定める事項は雇用契約でも、当社の方針の継続を保証するものでもありま 

せん。当社は事前の通知なく何時でも本規範および本規範に定める事項の改訂、追補または廃止を

する権利を留保します。 

当社は、すべての従業員が本規範に定められた基準を遵守することを要求します。本規範に関する
年次研修に関連して、各従業員は、本規範を読了、理解、遵守し、今後も遵守する旨を記載した 

オンライン遵守証明書フォームに記入する必要があります。 

* * * * * 

発効日: 2025年 6月 17日 

  

https://orthoclinical.sharepoint.com/sites/insideorthocontent/Shared%20Documents/Departments,%20Sub-Departments/Legal/Global%20Compliance/Privacy/Global%20Privacy%20Policy/2022/Global%20Privacy%20Policy%20-%20English%20-%202022.pdf
https://secure.ethicspoint.com/domain/media/en/gui/40349/index.html
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別紙 A：サプライヤーおよびビジネスパートナーとのギフト授受に関する企業ギフトの限度額 

国名 金額（USD） 現地通貨額 

北米 

米国 $115  115 USD 

カナダ  $115  165 CAD 

EMEA 

オーストリア  $41  40 EUR 

ベルギー  $72  70 EUR 

チェコ共和国  $41  1000 CZK 

デンマーク  $79  570 DKK 

エジプト  $11  11 USD（600 EGP 相当） 

フランス  $67  65 EUR 

ドイツ  $51  50 EUR 

アイルランド  $77  75 EUR 

イタリア  $62  60 EUR 

ルクセンブルグ  $77  75 EUR 

オランダ  $77  75 EUR 

ノルウェー  $80  900 NOK 

ポルトガル  $51  50 EUR 

ロシア  $45  45 USD（4000 RUB 相当） 

サウジアラビア  $52  195 SAR 

スペイン  $62  60 EUR 

スウェーデン  $76  820 SEK 

スイス  $110  100 CHF 

トルコ  $25  25 USD（945 TRY 相当） 

アラブ首長国連邦  $62  230 AED 

英国  $81  65 GBP 

LATAM 

ブラジル  $42  42 USD（210 BRL 相当） 

チリ  $46  46 USD（36,800 CLP 相当） 

コロンビア  $36  36 USD（144,000 COP 相当） 

メキシコ  $51  51 USD（918.00 MXN 相当） 

パナマ  $47  47 USD（47 PAB 相当） 

JAPAC 

オーストラリア  $91  144 AUD 

中国  $49  318 CNY 

インド  $30  2,500 INR 

日本  $33  5,000 JPY 

マレーシア  $33  148 MYR 

フィリピン  $33  1,815 PHP 

シンガポール  $60  81 SGD 

韓国  $54  68,040 KRW 

タイ  $31  1,116 THB 

注記：サプライヤーおよびビジネスパートナーには、販売代理店および ITサービスプロバイダ、法律事

務所、マーケティング代理店、金融コンサルタント、事務用品納入業者、ケータリングサービス、施設
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管理会社などの商品またはサービスの提供者が含まれますが、これらに限定されません。詳細なガイダ

ンスについては、当社のイントラネットで入手できる業務上の接待ガイダンス文書をクリックするか、

法務・コンプライアンス部に問い合わせてサポートを受けてください。 

  

https://qocentral.quidelortho.com/my-workplace/departments/legal-compliance/business-courtesies-guidance
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QuidelOrthoは、診断データを「回答・理解・行動」へと昇華し、すべての方々の未来への道を照らしております。私た

ちは健康の増進を使命・目的と考えて、これまで 80年以上にわたり未知への探求を続けてまいりました。今後も、診断

の力を社会のより良い未来へと結びつけるべく、弛まぬ努力を続けて参ります。 
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